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総 務

１１ 市市 庁庁 舎舎

� 支所庁舎

区 分 別 子 山 支 所

所 在 地

敷 地 面 積

構 造

延 床 面 積

建 築 年 月 日

建 設 事 業 費

別子山甲347番地の1

�64－2011

821.54㎡

鉄筋コンクリート造 ２階建

（827.23㎡の内）196.23㎡使用

昭和59年度（新築）

令和２年11月30日（増築）

建設費 6,426万円

－

� 本庁舎及び消防防災合同庁舎

所 在 地 一宮町一丁目５番１号

�65－1234

沿 革 昭和12年11月開庁（旧新居浜町役

場庁舎使用）

昭和19年５月庁舎開庁

昭和25年11月火災により焼失

昭和27年４月庁舎開庁

昭和27年10月議事堂開設

昭和41年度から庁舎建設基金設置

具体的検討に着手

昭和48年議会に庁舎建設特別委員

会を設置

昭和53年７月庁舎建設着工

昭和55年１月31日庁舎完成

昭和55年３月３日開庁

令和２年３月26日消防防災合同庁

舎完成

敷 地 面 積 2万847.86㎡

駐 車 場 収容台数約212台（来客用及び大型

バス２台分含む）

（本庁舎）

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造地下１階・

地上６階・塔屋２階、鉄筋コンク

リート造２階建

建 築 面 積 3,889.30㎡

延 床 面 積 1万5,515.94㎡

（受変電設備管理棟含む）

建物の高さ 36.4ｍ

建設事業費 30億1,000万円（建設費27億5,000

万円、一部用地取得費2億6,000万

円）

（消防防災合同庁舎）

構 造 鉄筋コンクリート造・一部鉄骨鉄

筋コンクリート造・一部鉄骨造地

上６階建

建 築 面 積 2,122.82㎡

延 床 面 積 8,085.00㎡

（訓練棟・土のう置場含む）

建物の高さ 27.2ｍ

建設事業費 56億3,289万円
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� 本庁舎及び消防防災合同庁舎案内図
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２２ 市市 有有 財財 産産

� 土地建物 （Ｒ7．3．31現在・単位：㎡）

区 分 土地（地積）
建 物 延 床 面 積

木 造 非木造 計

行
政

財
産

本 庁 舎 27，915 185 23，060 23，245

その他の
行政機関

（ 消 防 ） 施 設 20，041 36 9，738 9，774

そ の 他 の 施 設 525，523 28 40，648 40，676

公 共 用
財 産

学 校 474，934 1，410 165，763 167，173

公 営 住 宅 211，557 5，854 123，769 129，623

公 園 989，594 2，638 5，778 8，416

そ の 他 の 施 設 1，078，413 5，699 102，683 108，382

小 計 3，327，977 15，850 471，439 487，289

普
通

財
産

山 林 47，800，896 188 30 218

普 通 財 産 ・ そ の 他 一 般 304，565 5，452 21，263 26，715

工 業 団 地 臨 海 工 業 用 地 29，473 0 0 0

小 計 48，134，934 5，640 21，293 26，933

合 計 51，462，911 21，490 492，732 514，222

� 物 権 （Ｒ7．3．31現在・単位:㎡） � 出資による権利 （Ｒ7．3．31現在・単位:千円）

区 分 地 積 区 分 金 額

地 上 権

借 地 権

無 償 借 地 権

69，043

198，524

81，589

全 国 漁 業 信 用 基 金 協 会

愛 媛 県 農 業 信 用 基 金 協 会

㈲ 別 子 木 材 セ ン タ ー

新 居 浜 市 土 地 開 発 公 社

（社福）新 居 浜 社 会 福 祉 事 業 協 会

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

愛 媛 県 信 用 保 証 協 会

（公財） 愛 媛 の 森 林 基 金

（公財） え ひ め 海 づ く り 基 金

（公財）新居浜市文化体育振興事業団

（公財）え ひ め 産 業 振 興 財 団

（公財）愛 媛 県 国 際 交 流 協 会

（一財）日本立地センターテクノポリス債務保証基金

（公財）えひめ東予産業創造センター

（公財）愛媛県暴力追放推進センター

（公財）えひめ農林漁業振興機構

愛媛県災害ボランティア支援本部

（公財） 愛媛県スポーツ振興事業団

（公財） 愛 媛 県 文 化 振 興 財 団

2，100

510

34，880

10，000

1，000

2，512

17，903

14，618

13，472

50，000

17，913

3，789

3，135

375，905

11，582

16，834

1，818

11，624

3，518

合 計 349，156

� 有価証券 （Ｒ7．3．31現在・単位:千円）

区 分 金 額

株 券 131，800

合 計 593，113
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� 基 金 （Ｒ7．3．31現在・単位:千円）
３３ 債債 権権 管管 理理

区 分 金 額

特 別 奨 学 基 金

奨 学 資 金 貸 付 基 金

青 野 記 念 奨 学 基 金

し ら う め 入 学 準 備 金 貸 付 基 金

財 政 調 整 基 金

体 育 施 設 建 設 基 金

平 尾 墓 園 管 理 基 金

文 化 振 興 基 金

寺 尾 音 楽 教 育 振 興 基 金

減 債 基 金

図 書 館 図 書 整 備 基 金

地 域 福 祉 基 金

生 活 文 化 ま ち づ く り 基 金

国 際 交 流 基 金

工 藤 交 通 災 害 遺 児 修 学 基 金

ふるさと・水と土保全対策基金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

浮 川 健 康 づ く り 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

別 子 山 振 興 基 金

災 害 対 策 基 金

こ ど も 夢 未 来 基 金

合 併 振 興 基 金

あ か が ね 基 金

環 境 保 全 基 金

も の づ く り 産 業 振 興 基 金

美 術 品 購 入 基 金

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

30，765

99，812

70，723

52，247

2，081，560

667，551

58，054

791，632

8，931

1，139，058

36，136

175，020

2，630

16，461

10，252

10，036

69，927

1，065，379

51，179

1，001，554

215，410

139，548

41，306

1，233，512

45，840

50，626

80，823

112，634

34，270

合 計 9，392，876

（債権額等含む）

財政調整基金 令和7年5月31日 450，000千円取崩し

平尾墓園管理基金 令和7年5月31日 623千円取崩し

文化振興基金 令和7年5月31日 11，000千円取崩し

寺尾音楽教育振興基金 令和7年5月31日 200千円取崩し

減債基金 令和7年5月31日 332，000千円取崩し

地域福祉基金 令和7年5月31日 39，551千円取崩し

国際交流基金 令和7年5月31日 4，991千円取崩し

介護給付費準備基金 令和7年5月31日 54，136千円取崩し

公共施設整備基金 令和7年5月31日 304，553千円取崩し

別子山振興基金 令和7年5月31日 15，436千円取崩し

災害対策基金 令和7年5月31日 11，980千円取崩し

こども夢未来基金 令和7年5月31日 4，992千円取崩し

合併振興基金 令和7年5月31日 140，648千円取崩し

あかがね基金 令和7年5月31日 26，018千円取崩し

環境保全基金 令和7年5月31日 27，355千円取崩し

ものづくり産業振興基金 令和7年5月31日 34，341千円取崩し

地方公共団体が主体的に特色あるまちづくりを推進

するためには、相応の財源が必要であり、少子・超高齢

化が進展している現在、これまで以上に経費の節減と

市民の公平・公正な負担に基づく自主財源の確保が重

要となっている。

このようなことから、本市が保有する債権について

一層の適正管理と未収債権の効果・効率的な回収の取

組を検討し実施する。

� 新居浜市債権管理条例

債権管理の基本は法令遵守にあり、地方自治法そ

の他関係法令や平成27年９月に「市民負担の公平性

及び財政の健全性」の確保を目的に制定した「新居浜

市債権管理条例」の規定に基づき、市の債権管理の一

層の適正化を図る。

� 新居浜市債権管理計画

本市が保有する債権の適正かつ計画的な管理と効

果・効率的な回収に取り組むための基本的な考え方

を示しており、この計画に沿って適正な債権管理と

的確な債権回収を推進し、市財政の健全化及び市民

負担の公平性を確保することにより公平・公正な市

政運営を図る。

� 強制徴収公債権の滞納整理

税外債権で、法令の定めにより地方税法の滞納処

分の例により強制徴収できる債権（自力執行権のあ

る公債権）は、債権所管課において積極的に滞納整理

を行うことができるよう債権管理担当課が支援・助

言を行っている。

� 非強制徴収公債権及び私債権の滞納整理

本市自ら強制徴収ができない公債権（自力執行権

のない公債権）及び私債権のうち、滞納額及び件数の

多い債権を重点滞納債権に指定し、法的措置も視野

に入れ、債権管理担当課が支援・援助を行い、未収債

権の回収を進める。
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４４ 契契 約約

契約の状況 （単位：件、千円）

年 度区 分 令和４ ５ ６

工
事

請
負

契
約

市 内 業 者

件 数
252

（ 3）

258

（ 2）
227

金 額
5,187,967

（ 1,663,200）

4,888,733

（ 494,560）
5,021,224

市 外 業 者

件 数
30 29

22

金 額
1,029,232 1,475,717

2,640,354

小 計

件 数
282

（ 3）

287

（ 2）
249

金 額
6,217,199

（ 1,663,200）

6,364,450

（ 494,560）
7,661,578

物 品 購 入 契 約

件 数 3,211 2,682 2,504

金 額 484,909 355,443 483,125

注１：（ ）内件数は共同企業体

注２：（ ）内金額は出資比率による。

注３：共同企業体の代表者の方に件数を入れる。

注４：工事請負契約は、上下水道局（水道局）及び港務局契約分を含む。
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５５ 市市 税税

� 税目・税率等 （Ｒ7．4．1現在）

税 目 区 分 ・ 税 率 等 納税義務者

個 人 均等割 定額3,500円
58,265人

市民税 所得割 6.0％

法
人

市
民

税

均
等

割

資本金等の額を有する法人で資本金等の額が50億円を超えるものの
うち、従業者数の合計数が50人を超えるもの

年額
300万円

20社

資本金等の額を有する法人で資本金等の額が10億円を超え50億円以
下であるもののうち、従業者数の合計数が50人を超えるもの

年額
175万円

14社

資本金等の額を有する法人で資本金等の額が10億円を超えるものの
うち、従業者数の合計数が50人以下であるもの

年額
41万円

200社

資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１億円を超え10億円以
下であるもののうち、従業者数の合計数が50人を超えるもの

年額
40万円

21社

資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１億円を超え10億円以
下であるもののうち、従業者数の合計数が50人以下であるもの

年額
16万円

152社

資本金等の額を有する法人で資本金等の額が1000万円を超え１億円
以下であるもののうち、従業者数の合計数が50人を超えるもの

年額
15万円

43社

資本金等の額を有する法人で資本金等の額が1000万円を超え１億円
以下であるもののうち、従業者数の合計数が50人以下であるもの

年額
13万円

513社

資本金等の額を有する法人で資本金等の額が1000万円以下であるも
ののうち、従業者数の合計数が50人を超えるもの

年額
12万円

27社

上記以外の法人等
年額
5万円

2,850社

合 計 3,840社

法人
税割

8.4
100

軽
自

動
車

税
（

種
別

割
）

原動機付自転車 （課税台数）
ア 第１種原付50㏄以下 年額 2，000円 7,434台
イ 特定小型原付 年額 2，000円 29台
ウ 第２種原付（乙）50㏄超90㏄以下 年額 2，000円 802台
エ 第２種原付（甲）90㏄超125㏄以下 年額 2，400円 2,507台
オ ミニカー（３輪以上20㏄超50㏄以下又は0.25KW超0.6KW以下） 年額 3，700円 84台
軽自動車及び小型特殊自動車
ア ２輪のもの 年額 3，600円 1,353台

年額 3，100円 0台
イ ３輪のもの （新税率） 年額 3，900円 0台

（重課税率） 年額 4，600円 3台
（グリーン化特例（軽課）75％軽減） 年額 1，000円 0台
営業用 年額 5，500円 2台

（新税率） 年額 6，900円 5台
（重課税率） 年額 8，200円 7台
（グリーン化特例（軽課）75％軽減）年額 1，800円 0台

乗用のもの
（ 〃 50％軽減）年額 3，500円 0台
（ 〃 25％軽減）年額 5，200円 0台

自家用 年額 7，200円 6,509台
（新税率） 年額 10，800円 17,873台
（重課税率） 年額 12，900円 8,630台

ウ ４輪以上のもの （グリーン化特例（軽課）75％軽減）年額 2，700円 19台
営業用 年額 3，000円 35台

（新税率） 年額 3，800円 104台
（重課税率） 年額 4，500円 59台

貨物用のもの
（グリーン化特例（軽課）75％軽減）年額 1，000円 8台

自家用 年額 4，000円 1,263台
（新税率） 年額 5，000円 4,949台
（重課税率） 年額 6，000円 4,122台
（グリーン化特例（軽課）75％軽減）年額 1，300円 0台

エ 農耕作業用自動車 年額 2，400円 124台
オ ポートトレーラー 年額 3，600円 38台
カ その他のもの 年額 5，900円 117台
キ ２輪の小型自動車 年額 6，000円 2,119台

計 58,201台
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税目 燃費性能等（自家用乗用車） 税 率

（
環

境
性

能
割

）

軽
自

動
車

税

電気自動車、天然ガス軽自動車 非課税

★★★★かつ2030年度燃費基準80％達成車
※ 非課税

★★★★かつ2030年度燃費基準70％達成車
※ 1.0％

上記以外 2.0％

※ ★★★★：2018年排出ガス基準50％低減達成車または2005年排出ガス基準75％以上低減達成車

税 目 区 分 ・ 税 率 等 納税義務者

市 た ば こ 税 1,000本につき6,552円 7社

入 湯 税 １人１日について150円 1社

固 定 資 産 税
（償却資産含む）

1.4
100

48,601人

都 市 計 画 税
0.28
100

36,710人

特 別 土 地
保 有 税

3 1.4
取得分 保有分

100 100
－

� 納税義務者数

市 民 税

ア 個 人 （Ｒ6．7．1現在・単位：人）

年区分 令和２ ３ ４ ５ ６

普 通 徴 収 6,544 6,296 6,197 6,327 5,907

特別徴収（給与） 42,033 42,463 42,442 42,344 42,643

特別徴収（年金） 9,407 9,419 9,256 9,153 9,704

計 57,984 58,178 57,895 57,824 58,254

イ 法 人 （Ｒ6．7．1現在・単位：社）

年区分 令和２ ３ ４ ５ ６

法人均等割納税義務者数 3,646 3,679 3,744 3,783 3,840

� 固定資産概要調書

ア 土 地 （Ｒ7．4．1現在）

地目区分 田 畑 宅 地 池沼 山 林 原野 雑種地 計

地積
評価総地積（㎡）7,109,2395,604,821 25,682,47728,24262,338,134104,026 4,766,887105,633,826

法定免税点以上（㎡）4,355,4764,355,476 25,460,19223,39159,878,162 90,528 4,643,747100,792,595

決定
価格

総 額（千円）1,219,6841,085,320456,035,33053,905 908,405 2,84128,403,996487,709,481

法定免税点以上（千円）1,150,9711,038,475454,158,03153,713 872,954 2,23728,216,265485,492,646

課 税 標 準 額（千円）1,044,203 822,591187,845,66537,880 908,405 2,67219,525,502210,186,918

筆数
評 価 総 筆 数 11,755 11,910 117,962 34 8,830 202 10,804 161,497

法定免税点以上 10,318 8,706 115,109 27 6,877 159 9,009 150,205

単位
当り
価格

平均価格（円／㎡） 172 194 17,757 1,909 15 27 5,959

最高価格（円／㎡） 37,687 29,703 69,53012,897 22 7,298 69,980
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イ 家 屋 （Ｒ7．4．1現在）

区 分 総 数 （Ａ） 法定免税点未満 法定免税点以上（Ｂ） 構 成（Ｂ/Ａ）

納 税 義 務 者 （人） 43,466 3,676 39,790 91.54

棟 数

木 造 54,511 4,191 50,320 92.31

木 造 以 外 19,422 256 19,166 98.68

計 73,933 4,447 69,486 93.99

床 面 積

（㎡）

木 造 4,836,239 232,921 4,603,318 95.18

木 造 以 外 4,703,721 5,702 4,698,019 99.88

計 9,539,960 238,623 9,301,337 97.50

決 定 価 格

（千円）

木 造 109,732,599 317,353 109,415,246 99.71

木 造 以 外 163,693,534 20,486 163,673,048 99.99

計 273,426,133 337,839 273,088,294 99.88

単位当価格

（円／㎡）

木 造 22,690 1,362 23,769 －

木 造 以 外 34,801 3,593 34,839 －

ウ 償却資産 （Ｒ7．4．1現在）

区 分

課税標準額の内訳（千円）

課税標準の特
例措置の適用
を受けるもの

左記以外のもの
決定価格 課税標準額

（千円） （千円）

決
定

し
た

も
の

市
長

が
価

格
を

構 築 物 48,105,339 47,880,520 117,760 47,762,760

機 械 及 び 装 置 143,268,220 136,023,086 518,021 135,505,065

船 舶 2,441,418 1,356,016 1,085,402 270,614

車 両 及 び 運 搬 具 839,228 839,228 0 839,228

工 具 器 具 備 品 16,392,337 16,375,089 375 16,374,714

小 計 � 211,046,542 202,473,939 1,721,558 200,752,381

条
関

係
法
第
三
八
九

総 務 大 臣 43,759,539 41,535,999

県 知 事 49,183 47,296

小 計 � 43,808,722 41,583,295

合 計 � ＋ � 254,855,264 244,057,234

� 市税収納状況

ア 過去５カ年度収納状況（滞納繰越分含む。）

（単位：千円）

イ 令和６年度税目別収納状況 （単位：千円）

税 目 調定額 収納額 収納率

市
民

税

個 人 5，672，027 5，625，974 99．19％年 度 調定額 収納額 収納率

法 人 1，750，134 1，745，541 99．74令和２

３

４

５

６

19，736，303

19,746,410

19,919,182

20,775,731

20,125,462

19，331，276

19,503,776

19,711,989

20,582,488

19,932,939

97.95

98.77

98.96

99.07

99.04

％

小 計 7，422，161 7，371，515 99．32

固
定

固定資産税 10，127，58210，014，722 98．89

交 付 金 10，862 10，862 100．00

小 計 10，138，44410，025，584 98．89

特別土地保有税 0 0 －

軽
自
動
車
税

種 別 割 454，180 439，066 96．67

環境性能割 25，617 25，617 100．00

小 計 479，797 464，683 96．85

市 た ば こ 税 843，168 843，168 100．00

入 湯 税 491 491 100．00

都 市 計 画 税 1，241，401 1，227，498 98．89

総 計 20，125，46219，932，939 99．04
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６６ 職職 員員

� 職員数 （Ｒ7．4．1現在・単位：人）

部 局 名 定 数
実 職 員 数

事務職 技術職 技能職 教育職 計

市 長 事 務 部 局 651 386 209 7 602

上 下 水 道 局 68 20 38 58

消 防 長 の 事 務 部 局 164 153 153

議 会 の 事 務 部 局 10 8 8

教 育 委 員 会 の 事 務 部 局 73 39 12 10 61

選挙管理委員会の事務部局 4 3 3

監 査 委 員 の 事 務 部 局 3 3 3

農 業 委 員 会 の 事 務 部 局 7 5 5

派 遣 職 員 6 2 2

合 計 986 619 259 7 10 895

注１：実職員数には、休職・育児休業職員を含む。

注２：新居浜市職員定数条例（抜粋）

（定数外の職員）

第４条 兼職者及び新居浜市から給与を支給されない職員で次の各号に掲げる職員は、第２条の定数外と

する。

� 地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第28条第2項の規定により休職を命じられ

た職員

� 法第55条の2第1項ただし書の規定により、職員団体の業務に専ら従事する職員

� 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成3年法律第110号）第2条第1項の規定により育児休業を

している職員

� 一般行政職の級別職員数の状況 （Ｒ7．4．1現在）

区分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

計標準的な
職務内容

部 長 次 長
課 長

副課長
係 長

主 任 上級主事 主 事
主幹、技幹 主 査

職 員 数 8人 21人 54人 98人 94人 87人 76人 45人 483人

構 成 比 1.7％ 4.3％ 11.2％ 20.3％ 19.5％ 18.0％ 15.7％ 9.3％ 100.0％

注１：新居浜市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数

注２：暫定再任用職員（短時間は除く。）を含む。
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７７ 行行政政機機関関とと職職員員数数・・機機構構（（組組織織））改改革革のの変変遷遷

� 行政機関と職員数 （Ｒ7．4．1現在）

議会 事 務 局 長 1 次 長 1 議 事 課 6 庶務係、議事係、調査係

8

市長 副市長 企 画 部 62 総括次長 1 総 合 政 策 課 9 政策企画係、ＳＤＧｓ推進係

602 秘 書 課 4 秘書係、広聴係

技 術 監 1 シティプロモーション推進課 8 広報係、シティブランド推進係

財 政 課 8 財政係（港湾担当）
次 長 1 デジタル戦略課 5 デジタル推進係、ＩＣＴ管理係

別子銅山文化遺産課 3 保存活用係

広瀬歴史記念館 3（管理係）

次 長 1 港 湾 管 理 課 6 管理係、建設係

文 化 振 興 課 4 文化まちづくり係、文化財係

文化スポーツ局長 1 美術館 2（学芸係）

スポーツ振興課 4 スポーツまちづくり係

総務部 94 総括次長 1 総 務 課 6 法制係、総務係

人 事 課 18 人材育成係、給与係

契 約 課 8 工事検査班、契約係

管 財 課 6 財産係、庁舎車両係

次 長 1 課 税 課 33 市民税係（市民税グループ、諸税グループ）

固定資産税係（土地税グループ、家屋税グループ、償却資産税グループ）

収 税 課 18 納税管理係、収税係

市史編さん室 2 市史編さん係

福祉部 232 地 域 福 祉 課 17 地域福祉係、障がい福祉係、障がい支援係

生 活 福 祉 課 18 援護第一係、援護第二係、自立支援係

次 長 1 介 護 福 祉 課 19 介護総務係、事業所指導係、介護保険料係、

介護認定係、高齢福祉係

地域包括支援センター 9 相談支援係、ケアマネジメント係、介護予防係

国 保 課 25 賦課係、徴収係、給付係、医療費適正化係、

後期高齢者医療係

総括次長 1 健 康 政 策 課 3 企画調整係、医療対策係

保健センター 21

（健康推進係、母子保健係、感染症予防係）

こども未来課 9 こども政策係、子育て支援係

こども局長 1 こども家庭センター 2（相談支援係）

こども保育課 16 給付係、認定係

保育園 89

市民環境部 80 総括次長 1 地域コミュニティ課 7 コミュニティ支援係、国際交流係

危機管理監 1 危 機 管 理 課 9 危機管理係、企画情報係、安全対策係

防災センター （防災センター管理係）

（人権擁護課）（4） 人権擁護係

瀬戸会館 大島教育集会所

男 女 参 画 ・
市 民 相 談 課

3
男女共同参画係

消費生活センター 2（消費者行政係）

市 民 課 28 庶務係、窓口係、記録係、マイナンバーカード係、
国民年金係

環境エネル
ギー局長 1 環 境 政 策 課 8 カーボンニュートラル推進係、環境保全係、墓地管理係

次 長 1 廃棄物対策課 9 収集業務係、リサイクル推進係

環 境 施 設 課 3 施設整備係

清掃センター 5（管理係）

最終処分場 1
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【教育委員会事務局
人権教育課 併任】
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経 済 部 50 産 業 振 興 課 10 経営支援係、立地支援係、人材確保係

観 光 物 産 課 6 観光物産係

営業推進監・
総括次長 1 地 域 交 通 課 10 地域交通係、渡海船係

次 長 1 農 林 水 産 課 18 生産支援係、経営推進係、生産基盤係、法定外公共物係

別 子 山 支 所 3 地域振興係

建 設 部 77 総括次長 1 都 市 計 画 課 12 調査計画係、都市整備係、公園緑地係、河川係

国 土 調 査 課 7 調査係、管理係

道 路 課 19 道路建設係、道路改良係、道路補修係、道路安全係、

道路管理係

用 地 課 11 用地第一係、用地第二係、登記係

建 築 住 宅 課 15 建築係、建築物点検係、建築設備係、住宅管理係

建 築 指 導 課 11 空き家対策班、建築審査係、開発審査係

会計管理者 出 納 室 7 会計係、審査係（会計管理者を含む）

教育委員会 教育長 事務局長 1 総括次長 1 社 会 教 育 課 7 教育総務係、社会教育係

61 図書館 7

（管理運営係、サービス係、角野分館）

教育力
向上推
進監

1
公民館、交流センター 2青少年センター

生涯学習センター

高齢者生きがい創造学園

次 長 1 学 校 教 育 課 15 学務係、指導係、地域学校協働係

神郷幼稚園 3

学 校 施 設 課 5 施設係、学校再編係

学 校 給 食 課 7 給食係

学校給食センター

西部学校給食センター

次 長 1 発 達 支 援 課 6 発達支援係

人 権 教 育 課 4 人権教育係、啓発推進係

中学校、分校

小 学 校

消防長事務局 消防長 総 括 次 長 1 消 防 総 務 課 15 総務係

153 警 防 課 6 警防係、消防団係

予 防 課 9 予防係、危険物係、保安係

通 信 指 令 課 8 通信第一係、通信第二係、通信第三係

北 消 防 署 長 1 消 防 課 49 （1部）消防予防係、救急係、救助係

（2部）消防予防係、救急係、救助係

（3部）消防予防係、救急係、救助係

北署川東分署長 1 消 防 課 24 （1部）消防予防係、救急係

（2部）消防予防係、救急係

（3部）消防予防係、救急係

南 消 防 署 長 1 消 防 課 37 （1部）消防予防係、救急係、救助係

（2部）消防予防係、救急係、救助係

（3部）消防予防係、救急係、救助係

選挙管理委員会 事務局長 事 務 局 3 選挙管理係

3

監査委員事務局 事務局長 1 事 務 局 2 監査係

3

農業委員会 事務局長 1 事 務 局 4 農政係、農地係

5

上下水道局 局 長 1 総括次長 1 企 画 経 営 課 13 総務係、契約係、業務係、水道経営係、下水道経営係

58 次 長 1 水 道 課 16 給水管理係、工務係、漏水対策係、建設係

下 水 道 課 7 計画係、建設係

施 設 管 理 課 16 施設整備係、施設管理係、水質検査センター係

下水処理場 3（下水処理場管理係）

愛媛県後期高齢
者医療広域連合

2



� 機構（組織）改革の変遷

過去10年間の組織機構改革の主なものは次のとお

りである。

28．4．1 建設部に国土調査課を設置。

建築指導課に空き家対策班を設置。

都市計画課の国土調査係、駅周辺整備

係を廃止。

別子銅山文化遺産課の文化遺産係を廃

止し、保存活用係、整備推進係を設置。

スポーツ文化課の芸術文化係と埋蔵文

化財係を廃止し、文化政策係、生涯ス

ポーツ係を設置。

郷土美術館、工業試験場を廃止。

端出場温泉保養センターを廃止し、観

光交流施設を設置。

29．4．1 清掃センターのリサイクル施設管理係

を廃止、焼却施設管理係を管理係に名

称変更。

学校教育課に地域学校協働係を新設。

スポーツ文化課を廃止し、スポーツ振

興課と文化振興課を設置。文化振興課

に文化財係を新設。

総合文化施設管理課を廃止。学芸係を

文化振興課に移管。

図書館に市史編さん準備係を新設。

30．4．1 国体推進室を廃止。

地方創生推進室を廃止し、地方創生推

進課を設置。

債権管理対策室を廃止し、債権管理課

を設置。

図書館の市史編さん準備係を廃止し、

総務部に市史編さん室を設置。

地域包括支援センターの包括支援係を

廃止し、相談支援係、ケアマネジメント

係を設置。

保健センターの成人保健係と精神保健

係を廃止し、成人・精神保健係を設置。

保健センターに子育て世代包括支援セ

ンターを設置、子育て応援係を新設。

下水道管理課に総務係を新設。

農林水産課に鳥獣対策係を新設。

国土調査課に認証係を新設。

31．4．1 地域包括支援センターを介護福祉課か

ら分離し、福祉部に設置。

地域コミュニティ課に国際交流係を新

設。

環境部に河川水路課を新設。

環境部の公共下水道部門と水道局を再

編し、上下水道局を新設。

上下水道局に、水道総務課と下水道管

理課を再編し、企業総務課と企業経営

課を設置するとともに、水道工務課、水

源管理課、下水道建設課を設置。

2．4．1 企画部情報政策課をＩＣＴ戦略課に名

称変更し、システム開発係、システム管

理係、情報化推進係を廃止しＩＣＴ政

策係、ＩＣＴ管理係を設置。

別子銅山文化遺産課の保存活用係を保

存整備係に、整備推進係を活用推進係

に名称変更。

地方創生推進課のブランド戦略推進係

を廃止し、総合戦略推進係、シティプロ

モーション係を設置。

福祉部子育て支援課（保育係、支援係、

給付係）を子育て支援課（支援係、給付

係）とこども保育課（給付係、認定係）に

分課。

市民部と環境部を統合し、市民環境部

を設置。

防災安全課を危機管理課に名称変更し、

防災センターを設置。防災情報係を廃

止し、企画情報係、防災センター管理係

を設置。

環境部河川水路課を建設部に移管。

教育委員会に人権教育課を設置。（人権

教育係、啓発推進係）

上下水道局下水道建設課の施設管理係

を廃止し、汚水施設管理係と雨水施設

管理係を設置。

消防本部総務警防課を消防総務課と警

防課に分課。

3．4．1 総務部総務課の事務管理係を総務係に

名称変更。

福祉部に健康政策課を設置。（企画調整

係、医療対策係）

福祉部東新学園を廃止。

市民環境部地域コミュニティ課の地域

交流係をコミュニティ支援係に名称変

更。

市民環境部市民課にマイナンバーカー

ド交付係を設置。

経済部運輸観光課（運輸企画係、観光物

産係、渡海船係）を観光物産課（企画係、

振興係）と地域交通課（運輸企画係、渡

海船係）に分課。

経済部別子山支所総務係を廃止し、経

済係を産業係に名称変更。

教育委員会スポーツ振興課に高校総体

推進係を設置。

消防本部消防総務課に消防団係を設置。

4．4．1 企画部総合政策課に政策研究班を新設。

企画部の秘書広報課と地方創生推進課

を再編し、秘書課、シティプロモーショ

ン推進課を設置。

企画部別子銅山文化遺産課に教育委員

会事務局から広瀬歴史記念館を移管。
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企画部に文化スポーツ局を新設し教育

委員会事務局から文化振興課、スポー

ツ振興課を移管。

総務部債権管理課を廃止し、収税課に

統合。

福祉部保健センターを健康政策課に統

合。

福祉部介護福祉課にねんりんピック推

進係を新設。

福祉部にこども局を新設し、子育て支

援課、こども保育課を設置。

子育て世代包括支援センターを保健セ

ンターから子育て支援課へ移管。

市民環境部男女共同参画課を男女参画・

市民相談課に名称変更し、消費生活セ

ンターを地域コミュニティ課から男女

参画・市民相談課へ移管。

市民環境部の上部支所、川東支所を市

民課に統合。

市民環境部に環境エネルギー局を新設

し、カーボンニュートラル推進室を設

置するとともに、環境保全課とごみ減

量課と環境施設課を再編し、環境衛生

課、廃棄物対策課を設置。

図書館を社会教育課に統合。王子幼稚

園を廃止。

上下水道局の企業総務課と企業経営課

を統合し、企画経営課を設置。水道工務

課を水道課に名称変更。下水道建設課

と水源管理課を再編し、下水道課と施

設管理課を設置。

消防総務課の消防団係を警防課へ移管。

川東分署を北消防署川東分署に変更し

消防課を設置。

5．4．1 企画部総合政策課政策研究班を廃止し、

企画部に政策推進室を新設。

企画部ＩＣＴ戦略課をデジタル戦略課

に名称変更し、ＩＣＴ政策係をデジタ

ル推進係に名称変更。

企画部総合政策課の政策推進係をＳＤ

Ｇｓ推進係に名称変更。

総務部市民税課と資産税課を統合し、

課税課を新設。課税課に、市民税係（市

民税グループ、諸税グループ）と固定資

産税係（土地税グループ、家屋税グルー

プ、償却資産税グループ）を新設。

福祉部健康政策課保健センターの成人・

精神保健係を健康推進係に統合。

福祉部子育て支援課の支援係をこども

未来推進係に名称変更し、同課子育て

世代包括支援センターの子育て応援係

を子ども支援係に名称変更。

市民環境部廃棄物対策課の衛生センター

を廃止。

経済部産業振興課の商工係、企業立地

係、労政係を経営支援係、立地支援係、

人材確保係に名称変更。

経済部観光物産課にふるさと特産品係

を新設。

経済部農地整備課を農林水産課に統合

し、生産支援係、経営推進係、生産支援

係、法定外公共物係に係を再編。

経済部別子山支所の市民係を同支所地

域振興係に統合。

建設部河川水路課を廃止し、所管事務

を同部都市計画課及び上下水道局へ移

管。

建設部都市計画課に河川係を新設。

教育委員会事務局社会教育課図書館の

管理係、司書係、相談係を管理運営係、

サービス係に係を再編。

6．4．1 総務部収税課の債権管理係を廃止。

福祉部介護福祉課のねんりんピック推

進係を廃止。

福祉部金子保育園を廃止。

福祉部子育て支援課をこども未来課に、

こども未来推進係をこども政策係に、

給付係を子育て支援係に名称変更。合

わせて、子育て世代包括支援センター

をこども家庭センターに、こども支援

係を相談支援係に名称変更。

市民環境部廃棄物対策課を分課し、環

境施設課を新設。合わせて施設整備係、

清掃センター（管理係）、最終処分場を

環境施設課へ移管。

教育委員会事務局学校教育課を分課し、

学校施設課を新設。合わせて管理係の

業務を学校施設課へ移管し、施設係と

学校再編係の２係を設置。

教育委員会事務局学校給食課に西部学

校給食センターを設置。

7．4．1 企画部政策推進室を廃止。

総務部人事課の人事係、給与係、研修厚

生係の３係を人材育成係、給与係の２

係に再編。

市民環境部市民課の上部支所及び川東

支所を廃止。同課のマイナンバーカー

ド交付係をマイナンバーカード係に名

称変更。

市民環境部環境エネルギー局カーボン

ニュートラル推進室と環境衛生課を統

合し、環境政策課を新設し、カーボンニュー

トラル推進係、環境保全係、墓地管理係

の３係を設置。

経済部観光物産課の観光物産係とふる

さと特産品係の２係を観光物産係の１

係に統合。
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８８ 給給与与・・報報酬酬及及びび費費用用弁弁償償

� 特別職の給料・報酬 （単位：円）

職 名
27．４ 改正
27．４ 適用

28．４ 改正
28．４ 適用

28．12改正
29．７ 適用

市 長 月額 955,000 956,000 956,000

副 市 長 （ 統 括 ） 〃 779,000 780,000 780,000

副 市 長 （ 特 命 ） 〃 682,000 683,000 683,000

監 査 委 員 〃 441,000 442,000 442,000

固 定 資 産 評 価 員 〃 － － －

教 育 長 〃 657,000 658,000 658,000

教 育 委 員 会 委 員 〃 126,100 126,100 126,100

選 挙 管 理 委 員 会 委 員 長 日額 22,900 22,900 22,900

選 挙 管 理 委 員 〃 20,900 20,900 20,900

選 挙 管 理 委 員 補 充 員 〃 14,100 14,100 14,100

監 査 委 員 （ 非 常 勤 ） 月額 250,900 250,900 250,900

監 査 委 員 （ 議 会 選 任 ） 〃 52,100 52,100 52,100

固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会 委 員 日額 14,100 14,100 14,100

公 平 委 員 会 委 員 長 〃 15,600 15,600 15,600

公 平 委 員 会 委 員 〃 15,600 15,600 15,600

農 業 委 員 会 会 長 月額 62,700 62,700 62,700

農 業 委 員 会 会 長 代 理 〃 49,100 49,100 49,100

農 業 委 員 会 委 員 〃 44,200 44,200 41,700

農 業 委 員 会 部 会 長 〃 49,100 49,100 －

選 挙 長 日額 19,800 19,800 19,800

開票管理者及び投票所の投票管理者 〃 18,200 18,200 18,200

開票立会人、選挙立会人及び投票所の投票立会人 〃 14,100 14,100 14,100

法令又は条例の規定により出頭した選挙人、
その他関係者

〃 9,000 9,000 9,000

法令又は条例の規定により公聴会に参加した者
の実費弁償

〃 9,000 9,000 9,000

注１：平成21年４月１日に副市長の定数を１人から２人に改正し、副市長（統括）及び副市長（特命）とした。

注２：一般職の職員が固定資産評価員の職を兼ねるときは、報酬を支給しないこととした。
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� 職員給与

ア 補職別平均給料 （Ｒ7．4．1現在）

区 分

補 職

人員 給 料

勤 続

年 数
年 齢

最 高 最 低

給 料

勤 続

年 数
年 齢

給 料

勤 続

年 数
年 齢

人 円 年 月 歳 月 円 年 月 歳 月 円 年 月 歳 月

部 長 相 当 職

次 長 相 当 職

課 長 相 当 職

主･技幹相当職

副 課 長 相 当 職

係 長 相 当 職

主 査 相 当 職

主 任 相 当 職

主 事 相 当 職

技 能 労 務 職

教 育 職

10

31

46

35

136

129

69

155

270

7

7

465，300

431，458

409，378

407，514

391，983

363，331

365，507

300，190

241，076

327，971

424，158

35

32

31

31

28

23

24

11

4

30

25

0

8

11

8

10

9

6

10

2

10

3

58

56

54

53

51

47

47

37

30

58

51

1

3

2

6

2

3

11

9

0

8

3

468，800

438，700

412，300

412，000

398，200

386，100

386，100

354，700

277，400

386，100

440，225

36

32

35

35

35

39

39

31

13

41

33

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

58

55

58

54

59

57

59

54

34

59

55

11

11

2

9

11

10

11

8

6

8

0

463，800

428，700

406，500

406，000

377，900

337，800

326，600

281，200

188，000

381，000

408，838

35

37

33

31

21

7

15

9

0

33

27

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

57

59

56

49

43

42

37

31

18

51

51

3

1

7

5

5

8

7

2

1

9

11

計 895 327，829 17 10 42 2

イ 初任給

初級（高校卒） 行政職 188，000円

中級（短大卒） 〃 204，400円

上級（大学卒） 〃 220，000円

ウ ラスパイレス指数

年 27 28 29 30 令和元 ２ ３ ４ ５ ６

指数 99.9 100.0 99.6 99.7 99.2 99.5 99.7 99.1 98.9 99.0

注１：ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

� 旅 費 （単位：円） 備考 １．宿泊料の項中甲地方とは、東京都、大阪市、

京都市、名古屋市、神戸市、横浜市及び北九

州市の地域をいい、乙地方とは、その他の地

域をいう。

２．航空賃は、北海道若しくは沖縄地区へ旅

行する場合若しくは公務の必要又は天災そ

の他やむを得ない事情により、最も経済的

な通常の経路又は方法によって旅行しがた

い場合であって、旅行命令権者の承認した

ものに限り支給する。

区 分 航空賃
日 当
（１日
につき）

宿泊料
（１夜につき） 食卓料

（１夜に
つき）甲地方 乙地方

1.市 長 等 実費 1,50014,80013,300 3,000

2.
行政職給料表
４級以上の職
務にある者

実費 1,30013,10011,800 2,600

3.
行政職給料表
３級以下の職
務にある者

実費 1,10010,900 9,800 2,200
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９９ 職職 員員 研研 修修

職員研修実施内容（令和６年度）

� 基本研修

研修名 対 象 者 研 修 内 容 受講
者数 日数 会 場 ・ 講 師 等

第１部

令和6年4月1日付
新 規 採 用 職 員

令和6年10月1日付
新 規 採 用 職 員

市の行政、組織、地方公務員
の心構え等市職員としての
基礎的知識を習得させ、職
場への適応力を養う。
また、新居浜市の発展基礎
となった別子銅山の歴史と
現存する産業遺産について
理解を深める。

人 日 前期 消防コミュニティ防災センター
アビリティーセンター（株） 高岡智望
庁内講師

３市合同研修 川之江ふれあい交流セン
ター
愛媛大学 仲道雅輝

中期 消防コミュニティ防災センター
アビリティーセンター（株） 高岡智望
白石香里
庁内講師

後期 消防コミュニティ防災センター
愛媛大学 仲道雅輝
庁内講師

10月採用 34会議室
庁内講師

産業遺産研修 旧別子銅山登山
庁内講師

ＡＥＤ講習 合同庁舎5階災害対策室
庁内講師

36 計13

第２部
採 用 後 １ 年
経 過 職 員

新居浜市発展の礎である別
子銅山の産業遺産を訪ね住
友との共存共栄について理
解を深める。
また、市職員として職務を
遂行する上で必要な基礎的
な知識を体系的に習得させ
るとともに公務員としての
自覚を高める。

32 計2

産業遺産研修 広瀬歴史記念館他
庁内講師

集合研修 消防コミュニティ防災センター
臨床心理士 舩戸智寿子
新居浜市社会福祉協議会
庁内講師

第３部
採 用 後 ６ 年
経 過 職 員

最も成長力のある重要な段
階であることを認識させ、
効率的な職務遂行能力の向
上と積極的な執務態度を養
う。

24 1
消防コミュニティ防災センター
株式会社タイワ 近藤 智佳
庁内講師

第４部 主 任 昇 任 職 員

職務遂行にあたってコミュ
ニケーションの重要性を認
識させ高度の行政能力を養
うとともに、管理上の原則
的な知識を体系的に理解さ
せる。

22 1
消防コミュニティ防災センター
臨床心理士 舩戸智寿子
庁内講師

第５部 主 査 昇 任 職 員

仕事の管理やチームワーク
の形成などに関する基本を
組織的、体系的に習得させ
る。

12 1

消防コミュニティ防災センター
臨床心理士 舩戸智寿子
株式会社タイワ 近藤 智佳
庁内講師

第６部 係 長 昇 任 職 員

管理指導に関する原理、原
則などを理解させ、指導能
力、職務遂行能力を養い、円
滑な行政運営のリーダーを
育成する。また、人事考課者
となるため、その基本を習
得する。

21 1
消防コミュニティ防災センター
アビリティーセンター株式会社
小笠原豊道
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第７部 副課長昇任職員

職務管理執行の補佐として
必要な知識、技能を習得さ
せ、多角的な行政対応能力
及び管理能力を養う。
また、人事評価の意義と目
的を学ぶとともに評価者演
習を実施することで、評価
者に求められる評価能力の
向上と均質化を図る。

21 1

人事評価研修
消防コミュニティ防災センター
一般社団法人 日本経営協会 酒井 眞

第８部
課 長 、 主 幹 、
技 幹 昇 任 職 員

総合的な視野に立って行政
目的を効率的に達成するた
めに必要な管理能力の向上
を図る。
また、部下の能力開発の促
進・人材育成を目的として
実施する人事評価において、
評価者としての面談の重要
性を理解するとともに面談
の進め方を学び、部下の成
長につながる面談を実践で
きるようになる。

20 計3

ラインケア研修
消防コミュニティ防災センター
臨床心理士 舩戸智寿子

人事評価研修 消防コミュニティ防災セ
ンター
一般社団法人 日本経営協会 酒井 眞

� 特別研修

研 修 名 対 象 者 受講者数 日数 会 場 ・ 講 師 等

情報セキュリティ等に関する職場
研修

全職員

人 日

各職場全職員 －

ＯＡ研修
情報セキュリティコース、個人情報
保護コースデジタルリテラシー習得

全職員（４年間に分けて
実施）３年目

292 － 庁内ＬＡＮ接続パソコン

会計年度任用職員研修 会計年度職員 23 1
消防コミュニティ防災センター
庁内講師

文書担当・庶務担当者説明会
課所室長、及び文書担当
職員又は庶務担当職員

123 1
消防コミュニティ防災センター
庁内講師

副課長昇任候補者研修
副課長昇任者及び係長在
職７年以上の希望職員

16 1
消防コミュニティ防災センター
愛媛大学 仲道 雅輝

やさしい日本語講座
（基礎編／実践編）

窓口対応及び市民対応の
多い職員

51 2
消防コミュニティ防災センター
新居浜市国際交流協会 土井 美智子

資産形成セミナー 希望職員 31 1
消防コミュニティ防災センター
新居浜市指定金融機関 伊予銀行

３市合同技術職員研修 土木技術職員希望者 32 計3
合同庁舎5階災害対策室他
特定非営利活動法人
愛媛県建設技術支援センター

介護セミナー 希望職員 21 1
消防コミュニティ防災センター
一般社団法人 愛媛県介護支援専門員協会

矢川 ひとみ

働き方改革研修 主任級の女性職員 25 1
消防防災合同庁舎5階災害対策室
（株）パソナフォスター 長畑 久美子

課長級昇任候補者研修
副課長級在職５年の職員
及び課長、主・技幹級職
員

22 1
消防コミュニティ防災センター
岡山理科大学 秦 敬治

交通安全研修 各課所室長 60 1
消防コミュニティ防災センター
愛媛県新居浜警察署
交通課 伊藤 誠悟
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� 人権・同和研修

研 修 名 対 象 者 受講者数 日数 会 場 ・ 講 師 等

校区別人権教育市民講座
人 日

18地区17会場337 7月～
11月

人権・同和教育主担者研修 人権・同和教育主担者 35 1
消防コミュニティ防災センター

庁内講師

人権クロスミーティング（指導者編） 主査、副課長昇任職員 35 1
消防コミュニティ防災センター

庁内講師

人権クロスミーティング（基礎編） ２年目・３年目年職員 54 1
消防コミュニティ防災センター

庁内講師

人権・同和教育指導者養成研修
各課所室管理職１名以上

人権・同和教育主担者
94 1

消防コミュニティ防災センター

庁内講師

� 市町村アカデミー

研 修 名 対 象 者 受講者数 日数 派 遣 先

広報の効果的実践 庁内人選 1
人

9
日
千葉市

住民協働による地域づくり 庁内人選 1 5 千葉市

住民行政事務能力の向上 庁内人選 1 5 千葉市

管理職のためのリーダーシップ・マネジ
メント講座

庁内人選 1 3 千葉市

固定資産税課税事務（土地） 庁内人選 1 9 千葉市

地方公会計制度 庁内人選 1 5 千葉市

職員研修の企画と実践 庁内人選 1 9 千葉市

ナッジ等を活用した政策イノベーション 庁内人選 1 5 千葉市

政策の最先端 庁内人選 1 3 千葉市

住民税課税事務 庁内人選 2 11 千葉市

議会事務 庁内人選 1 5 千葉市

災害に強い地域づくりと危機管理 庁内人選 1 9 千葉市

職場のリーダー養成講座 庁内人選 1 5 千葉市

� 国際文化アカデミー

研 修 名 対 象 者 受講者数 日数 派 遣 先

自治体外国人施策の実務 庁内人選 1
人

3
日
大津市

市町村税徴収事務 庁内人選 1 11 大津市

次世代を担う若手職員育成研修 庁内人選 1 5 大津市

資金調達運用・財政分析の集中講座 庁内人選 1 3 大津市

自治体職員のための行動経済学 庁内人選 1 3 大津市

自治体財政運営の理論と実際 庁内人選 1 3 大津市

ＧＸの推進と地域の産業政策 庁内人選 1 3 大津市
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固定資産税課税事務（家屋） 庁内人選 1 11 大津市

公営住宅実務 庁内人選 1 3 大津市

相談業務担当職員のためのコミュニケー
ション技法

庁内人選 1 3 大津市

地域からゼロカーボンを考える
～ＧＸの推進を目指して～

庁内人選 1 3 大津市

地域公共交通の維持と確保に向けて 庁内人選 1 3 大津市

自治体職員のためのデータ分析の基本
～分析から政策展開へ～

庁内人選 2 3 大津市

� 愛媛県研修所

研 修 名 対 象 者 受講者数 日数 派 遣 先

タイムマネジメント講座 庁内人選 2
人

2
日
松山市

ＥＢＰＭ実践力向上講座 庁内人選 2 2 松山市

法制執務講座 庁内人選 6 2 オンライン

クレーム対応講座 庁内人選 9 1 東予地方局

地方自治法講座 庁内人選 1 2 松山市

行政法講座 庁内人選 1 2 松山市

広報戦略とマスコミ対応講座 庁内人選 1 2 松山市

民法講座 庁内人選 6 2 オンライン

コーチング講座 庁内人選 1 2 松山市

多様な協働事業推進講座 庁内人選 1 2 松山市

折衝力・交渉力講座 庁内人選 1 2 松山市

問題解決・政策形成・発想力PU講座 庁内人選 2 2 松山市

文章力基礎講座 庁内人選 1 2 松山市

アサーティブコミュニケーション講座 庁内人選 6 2 松山市

部長級・次長級セミナー 庁内人選 1 1 松山市

危機管理（住家被害認定調査）講座 庁内人選 2 2 松山市

� 全国建設研修センター

研 修 名 対 象 者 受講者数 日数 派 遣 先

建築工事監理Ⅰ 担当者 1
人

5
日
小平市

若手職員のための建設工事のポイント
（土木コース）

担当者 1 14 オンライン

土木施工監理 担当者 1 3 小平市

品質確保と検査 担当者 1 4 小平市
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� 日本経営協会

研 修 名 対 象 者 受講者数 日数 派 遣 先

新任担当者のための秘書実務 庁内人選 1
人

2
日
大阪市

滞納処分できない自治体債権の滞納整理
講座

庁内人選 2 2 オンライン

納税交渉・財産調査及び捜索から差押え
の実務

庁内人選 1 1 オンライン

用地取得の税務実務 庁内人選 1 1 オンライン

情報システム担当者の基本実務 庁内人選 1 1 オンライン

公営住宅の管理・滞納家賃回収・不当行
為等への対応講座

庁内人選 1 2 オンライン

家屋評価の仕組み「木造家屋の評価の基
本実務」

庁内人選 1 2 オンライン

都市計画・土地利用誘導の基本と実践 庁内人選 1 1 オンライン

土地開発公社の適正な会計処理実務 庁内人選 1 2 オンライン

地方公共団体のための出納事務の運用実
務講座

庁内人選 1 2 オンライン

健康で働きやすい職場づくりのためのメ
ンタルヘルスの基本と法知識

庁内人選 1 2 オンライン

地方公営企業の消費税 庁内人選 1 2 大阪市

� 愛媛県等派遣

研 修 名 対 象 者 受講者数 日数 派 遣 先

愛媛県派遣 庁内人選 4
人
365
日

その他 庁内人選 3 365
後期高齢者医療連合・滞納整理
機構

� 議会関係

研 修 名 対 象 者 受講者数 日数 派 遣 先

市民福祉委員会所管事務調査同行 担当者 1
人

4
日
湖南市他

企画教育委員会所管事務調査同行 担当者 1 4 北本市他

経済建設委員会所管事務調査同行 担当者 1 4 瀬戸市他

議会運営委員会所管事務調査同行 担当者 1 4 常総市他

人口減少対策特別委員会付議事件調査同行 担当者 1 4 福井市他

防災・災害対策特別委員会付議事件調査同行 担当者 1 4 千葉市他

都市基盤整備促進特別委員会付議事件調査同行 担当者 1 4 富士市他

� その他

研 修 名 対 象 者 受講者数 日数 派 遣 先

災害マネジメント総括支援員等集合研修 庁内人選 1
人

1
日
東京都
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１１００ 情情 報報 公公 開開 制制 度度

「情報公開制度」は、市民の知る権利を尊重し、公正で開かれた市政を推進するために、市が保有している行政情報

（公文書）を広く公開・提供するもので、平成19年度に新居浜市情報公開条例の全部改正を行い、平成20年１月１日か

ら施行している。

� 情報公開の請求から公開までの手続

情 報 公 開 の 流 れ

公文書公開請求の実施機関別件数と処理状況

年度 令和５ ６
実施

市 長 その他
の機関 市 長 その他

の機関
機関処理状況

公 開 33 4 41 15

部 分 公 開 41 3 31 3

非 公 開 0 0 2 0

不 存 在 1 0 6 0

合 計 75 7 80 18

注：実施機関とは、市長（上下水道局を含む。）、消防長、
教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員
会、公平委員会、固定資産評価審査委員会、議会の
ことをいう。

� 審査請求

非公開の決定等に不服があるときは、決定のあっ

たことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

市長等に対して、審査請求をすることができる。

この場合、市長等は、公正な判断を行うため学識経

験者で組織する新居浜市情報公開審査会に諮問し、

その答申を尊重して裁決することになる。

� 情報公開制度の運用状況

市政だよりやホームページにおいて毎年１回公表

している。
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１１１１ 個個人人情情報報保保護護制制度度

処理状況

年度 令和５ ６

実施機関 市長 その他
の機関 市長 その他

の機関

開 示 2 1 1 0

部 分 開 示 1 0 0 3

不 開 示 2 0 0 0

不 存 在 0 0 1 0

合 計 5 1 2 3

注：実施機関とは、市長（上下水道局を含む。）、消防長、
教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員
会、公平委員会、固定資産評価審査委員会のことを
いう。

１１２２ 市市 史史 編編 ささ んん

「個人情報保護制度」は、行政機関の適正かつ円滑な

運営を図りつつ、市における個人情報の取得、利用、管

理等について適正な取扱いを行い、個人の権利利益を

保護するとともに、自己情報の開示、訂正及び利用停止

の権利を保障するもので、令和５年４月１日から個人情

報の保護に関する法律に基づく全国的な統一ルールの

もと運用している。

� 個人情報の定義

生存する個人に関する情報で、当該情報に含まれ

る氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人

を識別することができるもの（他の情報と容易に照

合することができ、それにより特定の個人を識別す

ることができるものを含む。）又は個人識別符号が含

まれるものをいう。

� 個人情報の保有

法令の定める所掌事務又は事業を遂行するために

必要な場合に限り、利用目的をできる限り特定した

うえで、保有する。

� 個人情報の利用及び提供

利用目的以外の利用及び提供は、法令に基づく場

合を除き行うことができない。

� 自己情報の開示、訂正及び利用停止の請求

市が保有している自己を本人とする個人情報につ

いて、本人又は代理人からの請求により、開示、訂正

及び利用停止の請求ができる。

� 審査請求

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対す

る決定等に不服があるときは、審査請求をすること

ができる。この場合、市長等は、公正な判断を行うた

め、学識経験者で組織する新居浜市行政不服審査会

に諮問し、その答申を尊重して裁決することになる。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表

令和５年度からは、本人の数が1，000人以上で１年

を超えて保有する個人情報について、個人情報ファ

イル簿を作成し公表している。

� 個人情報保護制度の運用状況

市政だよりやホームページにおいて毎年１回公表

している。

自己に係る個人情報開示請求の実施機関別件数と

処理状況

市史編さんは、後世に新居浜市の歴史を継承すると

ともに、市民に郷土への関心を深めてもらうための取

組とする。

市史刊行計画及び市史編さん基本方針に基づき、市

史刊行に向けて資料の収集及び調査を進める。

令和７年度は、『史料編 古代・中世』刊行の取り組

みを進めるとともに、市民が歴史に対する理解を深め

ることができるよう、歴史講演会等を開催する。
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